
さぬき市行政改革実施計画（令和元年度～令和２年度）取組項目進捗状況一覧 　矢印の例：検討　　　　　　準備　　　　　　実施

（R元） （R２）

計　画 計　画

実　績 実　績

98.5 98.5

98.6 98.6

34.5 34.5

32.4 35.0

99.0 99.0

99.7 99.9

50.0 50.0

74.5 50.4

97.3 97.4

92.8 92.2

10.0 12.0

9.6 5.3

99.34 99.36

99.39 99.65

56.85 57.90

52.22 68.00

計
　
画

債権管理室との連携による
回収

・債権管理室との連携による支
払督促等による回収（49.0％）
・学校（園）への協力依頼、個
別訪問等を通じた児童手当から
の回収（17.8％）
・電話及び書面督促による自主
納付（1.2％）
※（　）は滞納繰越分収入に占
める割合

督促状及び電話による納付
依頼による回収

指
　
標

学校給食費収納率
（現年分）（％）

学校給食費収納率
（滞納分）（％）

・債権管理室との連携による支
払督促等による回収（7.4％）
・学校（園）への協力依頼、個
別訪問等を通じた児童手当から
の回収（26.1％）
・電話及び書面督促による自主
納付（66.5％）
※（　）は滞納繰越分収入に占
める割合

計
　
画

債権管理室との連携による
回収

債権管理室と連携し、長期滞納
者に対する催告を行うととも
に、完納指導を実施した。

高額滞納者に催告及び連帯
保証人に対する完納指導

指
　
標

住宅使用料収納率
（現年分）（％）

住宅使用料収納率
（滞納分）（％）

債権管理室と連携し、長期滞納
者に対する催告を行うととも
に、連帯保証人に対し、完納指
導を実施した。

計
　
画

所（園）からの督促及び児
童手当からの振替申請促進
による回収

未納の保護者に対して督促する
とともに、児童手当からの振替
申請促進や債権管理室との連携
を図った。

学校（園）への協力依頼、
児童手当からの納付依頼に
よる回収

指
　
標

保育料収納率（現年分）
（％）

保育料収納率（滞繰分）
（％）

滞納事務の整理を行い、保護者
に対し、児童手当からの振替申
請促進や債権管理室との連携を
図った。

滞納処分（差押等）の実施

高額滞納者の大川広域行政組合
への移管、香川滞納整理推進機
構との共同徴収及び市単独での
滞納処分や効果的な納税折衝を
行った結果、徴収率がアップし
た。

香川滞納整理推進機構及び
大川広域行政組合との連携

指
　
標

市税の現年課税分の収納率
（％）

市税の滞納繰越分の収納率
（％）

実　　績（R２年度）年度別計画、指標

計
　
画

実　　績（R元年度）

高額滞納者の大川広域行政組合
への移管、香川滞納整理推進機
構との共同徴収及び市単独での
滞納処分や効果的な納税折衝を
行った結果、前年度より徴収率
がアップした。

①歳入の
確保

1 1 市税の徴収
強化

納税の公平性と税収の確保を図る
ため、毎年9～12月の「県下一斉
徴収強化月間」において、県内自
治体が共同で行う納税広報や市が
行う年2回の催告、大川広域行政
組合及び香川滞納整理推進機構と
連携しながらの徴収強化、また徴
収技術研修等の取組を一層強化
し、収納率の向上を目指します。

収納率の向上
継続

（改良）
税務課

取組項目 No.
具体的

取組内容
取組事項 期待される効果 区分 関係課

2 2 税外収入の
徴収の強化

税外収入について、現年分の徴収
と併せて、債権管理室と連携し、
納付計画書に基づく計画的な支払
督促を促すほか、差押えなどによ
り、徴収強化を図ります。

収納率の向上
継続

（改良）

幼保こども
園課

都市整備課

学校教育課
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（R元） （R２）

計　画 計　画

実　績 実　績

実　　績（R２年度）年度別計画、指標 実　　績（R元年度）取組項目 No.
具体的

取組内容
取組事項 期待される効果 区分 関係課

1 1

1 1

148,000 44,000

74,346 66,899

200 200

267 152

400 400

380 476

240 240

280 390

2,730 2,750

2,218 2,116

240 240

240 240

0 0

0 0

0 0

0 0

5 5

5 5

1,500 1,500

1,512 1,512

土地開発公社有地の売却実績な
し。

貸付…平成29年度当初予算額からの
増額分（2,683千円）
売却…令和元年度売却額（71,663千
円）

封筒への広告掲載の募集を行っ
た結果、角形2号　６件、長形３
号　５件、計11件の応募があ
り、267千円の広告料収入を得
た。

広報紙：７件
ホームページ：６件
コミュニティ放送スポンサー：
74件

本庁舎広告付き案内表示板掲出
料：240千円

毎年度作成の「ごみの分別と正
しい出し方」チラシ広告掲載枠
全15枠を1枠15,000円で募集して
いたが、平成27年度からごみの
出し方など変更が生じた場合を
除き、おおむね３年を目途にチ
ラシの印刷（更新）を行う。そ
の際、広告募集をする。

①歳入の
確保

継続
（改良）

都市整備課

生活環境課

秘書広報課

商工観光課

計
　
画

コミュニティバス車両広告
掲載に関する取扱要綱の改
訂

車両広告の取扱件数を維持でき
た。

コミュニティバス車両広告
掲載のＰＲの強化

指
　
標

コミュニティバス車両広告
取扱件数（件）

コミュニティバス車両広告
収入（千円）

車両広告の取扱件数が平成29年
度より増加した。

計
　
画

ごみの分別チラシへの広告
の募集

令和３年度に作成を予定してい
た「ごみの分別と正しい出し
方」のチラシを令和２年度に作
成したが、市民への周知事項を
優先した結果、チラシ上に広告
のスペースを確保することがで
きなかった。業者に対しホーム
ページや封筒への広告掲載を依
頼したが、応募がなかった。

指
　
標

ごみの分別チラシ広告件数
（件）

ごみの分別チラシ広告収入
（千円）

財産活用課

計
　
画

本庁舎広告付き案内表示板
の掲出

本庁舎広告付き案内表示板掲出
料：240千円指

　
標

広告料収入（千円）

指
　
標

一般郵送用封筒（2種類）
への広告掲載（千円）

計
　
画

広報紙、ホームページでの
広告募集

広報紙：６件
ホームページ：７件
コミュニティ放送：68件

取材先、会合等でのスポン
サー募集

指
　
標

広報紙での広告収入
（千円）

ホームページでの広告収入
（千円）

コミュニティ放送スポン
サー料収入（千円）

4 4　広告収入の
確保

厳しい財政状況の中、積極的な広
告募集及びネーミングライツの導
入施設を追加する等、新たな広告
媒体の発掘により収入の確保を図
ります。

広告料収入の確保
継続

（改良）

総務課

計
　
画

一般郵送用封筒への広告掲
載 封筒への広告掲載の募集を行っ

た結果、長形３号　７件の応募
があり、152千円の広告収入を得
た。

政策課

計
　
画

土地開発公社の事業化及び
企業誘致の検討

土地開発公社有地の売却実績な
し。

指
　
標

市有財産貸付料・
売払収入（千円）

貸付…平成29年度当初予算額からの
増額分（2,985千円）
売却…令和2年度売却額（63,914千
円）

3 3 未利用財産
の活用

市有財産のうち、未利用地につい
て、引き続き広報紙・ホームペー
ジにて情報提供を行い、貸付け、
売払い等を進めるほか、学校等跡
地施設の利活用にも積極的に取り
組み、収入の増加を目指し、土地
開発公社有地については、市の将
来的な財政負担を考慮し、計画的
かつ段階的な処分を検討します。

土地売払い収入の確
保

計
　
画

市所有地への進出希望企業
との協議

未利用財産（土地）のうち、２
件の継続貸付と１件の売却をし
た。

未利用財産のうち、２件の新規
貸付と2件の売却をした。

財産活用課

計
　
画

ホームページによる周知 例年同様の貸付先からの貸付料
実績となった。
また、土地の売払いは、１件売
却実績となった。

指
　
標

市有財産売払件数（件）

例年同様の貸付先からの実績及
び機構改革に伴い所管課変更に
よる数件の増となった。
また、土地の売払いは、１件売
却実績となった。
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（R元） （R２）

計　画 計　画

実　績 実　績

実　　績（R２年度）年度別計画、指標 実　　績（R元年度）取組項目 No.
具体的

取組内容
取組事項 期待される効果 区分 関係課

200 200

219 193

2,100 2,100

0 0

2 2

8 4

200 205

172 118

90 90

77 40

90,000 100,000

124,281 387,363

定員管理による人件費抑制
額（千円）

8,000 8,000

拡充及び簡素化された制度に基
づき、地域再生計画の認定申請
を行い、令和２年３月31日に内
閣総理大臣より認定された。

職員数
H30.４.１　403人
　↓
H31.４.１　400人

※市民病院及び津田診療所を除
く。

②人件費
の削減 8 1 定員の適正

化

引き続き、計画的な定員管理に努
めるとともに、庁舎の再編に合わ
せた組織の最適化を図ることで、
人件費の抑制を目指します。

適正な定員管理

庁舎の再編に合わせた組織
の最適化に基づく定員管理

指
　
標

（平成30年度当初職員数を
基準とする各年度の職員数
の増減に対応した人件費の
影響相当額）

21,000 21,000

継続 秘書広報課

計
　
画

第3次定員適正化計画及び
第3次財政健全化策に基づ
く定員管理

職員数
H31.４.１　400人
　↓
R２.４.１  401人

※市民病院及び津田診療所を除
く。

計
　
画

ふるさと納税返礼品の拡充

・ポータルサイト「ふるさと
チョイス」の追加（令和２年８
月３日～）
・まちづくり寄附推進本部及び
まちづくり寄附推進チームを設
置し、新規返礼品の検討や意見
交換を行った。
・少額の寄附コースを設置し
た。（5,000円、7,000円）
※実績額の内、３億円は特定目
的寄附。

さぬき市のＰＲ活動

指
　
標

寄付金額（千円）
7 7 ふるさと納

税の取組推進

返礼品の対象となる寄附金額の見
直しを行うことで、まちづくり寄
附の増加を目指すほか、あらゆる
広報媒体を活用したさぬき市のPR
活動に取り組み、企業版ふるさと
納税を含めた利用者、利用団体の
増加による歳入の確保を図りま
す。

財源確保及び
地場産業の活性化

新規

総務課

政策課
計
　
画

企業版ふるさと納税の推進
制度の周知に向けて市HPに掲載
を行った。

返礼品の拡充に向けて、事業者
を対象とした説明会の開催、県
内市町との共通返礼品の提携協
議、新たなパンフレットの作成
を行った。
当該パンフレットは、津田の松
原SAや高松空港内の空の駅かが
わにも設置した。
また、年末には高松空港におい
て帰省客を対象としたキャン
ペーンを実施した。

計
　
画

市内外に施設やイベントの
情報発信を行う

コロナ禍において、催事等が軒
並み中止となり、出店による宣
伝活動や昨年度実施した他の特
産品とコラボした出店なども実
施できなかった。
今年度からブログ・HP・SNSによ
る情報発信事業を観光協会へ委
託し、一体的な観光情報の発信
体制を構築した。

指
　
標

観光地入込客数（県観光動
態調査）（万人）

テレビ、ラジオ、雑誌等へ
の出演、掲載回数（回）

6 6 観光収入の
確保

関係機関・団体や民間と連携し、
既存の観光施設及びイベント等の
有効活用を図ることで観光客の増
加による観光収入の確保を目指し
ます。

観光収入の確保 継続 商工観光課

前年度に引き続き、県内外にお
いて、マルシェ・イベントス
ペースなどで特産品の物販・観
光PR出店を積極的に行った。今
年度は、骨付鳥やオリーブハマ
チなど他の特産品とコラボした
出店など相乗効果を狙った取組
も行った。

計
　
画

企業立地促進助成金による
支援及び市所有地への進出
希望企業との協議

企業立地促進助成金の指定企業
の３社が業務開始となった。ま
た、市有地１件について売却し
た。

指
　
標

新規事業所設置件数（増設
含む）（件）

5 5 企業誘致の
推進

他自治体との差別化を図り、より
魅力的な施策を展開することによ
り、新規立地希望企業との合意形
成や既存企業の増設への支援を行
うことに加え、フェアへの出展等
による施策の周知に努めます。

更なる地域経済活性
化、雇用促進

継続 商工観光課

企業立地促進助成金の指定企業
の4社が業務開始となった。ま
た、市有地４件について売却や
貸付をした。

計
　
画

ネーミングライツ導入施設
の検討実施

ネーミングライツの導入は、広
告料に見合う施設の位置づけや
施設整備費用等が増加するなど
の問題点が考えられることか
ら、広告料収入を得る方法を広
く検討する。

指
　
標

ネーミングライツ広告料収
入（千円）

生涯学習課
（図書館）

計
　
画

図書館に開架されている雑
誌へのスポンサーを募集 前年度同様、企業６社にお願い

し、雑誌９誌のスポンサーに
なっていただいた。指

　
標

雑誌スポンサー広告料収入
（千円）

前年度同様、企業6社にお願い
し、雑誌10誌のスポンサーに
なっていただいた。

ネーミングライツの導入施設を
検討するとともに、広告料に見
合う施設の位置づけや施設整備
費用等が増加するなどの問題点
が考えられることから、導入に
ついて、慎重に取り組む必要が
ある。

①歳入の
確保

4 4　広告収入の
確保

厳しい財政状況の中、積極的な広
告募集及びネーミングライツの導
入施設を追加する等、新たな広告
媒体の発掘により収入の確保を図
ります。

広告料収入の確保
継続

（改良）

生涯学習課

3



（R元） （R２）

計　画 計　画

実　績 実　績

実　　績（R２年度）年度別計画、指標 実　　績（R元年度）取組項目 No.
具体的

取組内容
取組事項 期待される効果 区分 関係課

 公立幼稚園 　6
 公立保育所 　4
 公立こども園 　1

 公立幼稚園 　6
 公立保育所 　4
 公立こども園 　1

 公立幼稚園 　6
 公立保育所 　4
 公立こども園 　1

 公立幼稚園 　6
 公立保育所 　4
 公立こども園 　1

26 26

27 26

14 15

19 21

87 87

165 105

4 4

0 4

6 6

10 3

児童数の推移を検証し、統合及
び小中一貫教育の方向性につい
て検討を行った。

平成30年度に鶴羽幼稚園、津田
幼稚園、津田中央保育所、津田
東部保育園を廃止。
令和元年度に津田こども園を開
園した。

鴨部分団に２箇所ある消防屯所
を1箇所に統合する協議を実施し
た。また、志度第１分団に２箇
所ある消防屯所についても統合
に向けた協議を実施した。

再生基本計画における施設（建
物処分）の内、今年度において
は、６施設の解体並びに売却等
に至る。

12
4 公共施設マ
ネジメントの
推進

公共施設マネジメントにより、施
設の長寿命化や整理統合等を行
い、施設の適量化を進めるととも
に、施設管理経費の抑制を図りま
す。あわせて、施設使用料の見直
しを進めます。

公共施設の適量化、
管理運営費の削減、
計画的な修繕の実施

継続
（改良）

財産活用課

生涯学習課
計
　
画

総合公園長寿命化計画の再
策定

指定管理者と協議し、野球場
バックネット周辺塗装、テニス
コート人工芝張替など計画的な
修繕を実施した。
また、令和４年度以降10年間の
長寿命化計画の再策定を実施し
た。

●橋梁：直営点検数の平準化を
図るべく計画を前倒して165橋の
点検を実施し、約36百万円の委
託費削減を行った。修繕工事に
ついては、補助金の交付額の関
係で実施できなかった。
●市営住宅：
修繕・改修
１箇所
（天王団地AB棟外壁改修）
除去
津村団地５棟１０戸

指定管理者と協議し、安心して
使用できる施設を提供するた
め、橋梁点検のほか、テニス
コート人工芝張替、コテージ塗
装など計画的な修繕を実施し
た。

計
　
画

橋梁点検の実施

●橋梁：定期点検数の平準化を
図るべく計画を前倒して105橋の
点検を実施し、職員による定期
点検により約20百万円の委託費
削減を行った。修繕工事につい
ては、早期措置段階であった４
橋について補修工事を完了し
た。
●市営住宅：除却
吉見団地１戸
北原団地（中）団地１戸
北原団地（水源地）１戸

都市整備課

橋梁修繕工事の実施

現場状態に応じた市営住宅
の修繕・改修の実施

耐用年数を経過した市営住
宅の除却

指
　
標

直営点検と委託点検を合計
した点検橋梁数（橋）

計
　
画

施設戦略の可視化及びコス
ト削減戦略の検討

再生基本計画における施設（建
物処分）の内、今年度において
は、３施設の解体に至る。

予算と連動した施設保全の
仕組みの構築･運営

施設配置の適正化

指
　
標

公共施設再生基本計画達成
施設数（廃止のみ）（施
設）

橋梁修繕工事において、修
繕及び更新を行った橋梁数
（橋）

市営住宅除却戸数（戸）

幼保こども
園課

計
　
画

計
　
画

対象となる分団と消防屯所
の統廃合に向けた協議

鴨部分団消防屯所整備工事が完
了し、鴨部分団の統合が完了し
た。
志度第１分団消防屯所は整備工
事の発注を終え、令和３年度に
完了予定である。

指
　
標

消防屯所数（箇所）

長尾幼稚園・造田幼稚園の
統合を検討

指
　
標

公立幼稚園・保育所・こど
も園施設数（施設）

公立幼稚園・保育所
（園）・こども園のあり方
について、入所率・就園率
による保護者ニーズや民間
活力の動向を見極めなが
ら、施設の再編成を検討

統廃合の実施なし。

教育総務課
計
　
画

長尾小学校と造田小学校の
統合を検討

老朽化した長尾小学校の改築を
急ぐ必要があることから、学校
関係者に聞き取りをし、改築の
基本設計、地質調査、校舎の耐
力度調査を実施し、うち基本設
計及び地質調査は次年度に繰り
越した。

長尾小学校と造田小学校の
あり方について、長尾中学
校との小中一貫校の方向性
を検討

③施設管
理費等の
適正化

9 1 学校再編
学校再編計画等に基づく学校の再
編整備を進め、施設の維持管理経
費の削減を図ります。

より良い学習環境の
提供、維持管理費の
削減

継続

10 2 公立保育所
等の再編等

保育所及び学校再編計画に基づく
幼稚園の再編整備を進めること
で、施設の維持管理経費の削減を
図ります。

より良い保育環境の
提供・維持管理経費
の削減

11 3 消防屯所の
統廃合

消防屯所の統廃合を行い、地域格
差の是正と維持管理経費の削減を
図ります。

地域格差の是正、維
持管理費の削減

継続 危機管理課

継続
（改良）

4



（R元） （R２）

計　画 計　画

実　績 実　績

実　　績（R２年度）年度別計画、指標 実　　績（R元年度）取組項目 No.
具体的

取組内容
取組事項 期待される効果 区分 関係課

417 15,981

958 1,331

88,390 87,390

72,571 67,975

14,000 13,000

13,000 12,000

11,100 10,100

11,100 11,100

34,372 33,033

29,085 1,765

14.0 15.0

13.7 13.2

今後の園児、児童及び生徒数の
推移やそれぞれの施設の調理機
材の更新時期や必要経費等を総
合的に判断しながら、学校給食
共同調理場のより良い在り方に
ついて、引き続き、協議・検討
した。

合併前の旧５町単位での事業実
施及び運営管理体制から、事業
ごとに一体的に行う管理体系を
構築し、事業に取り組んでい
る。

シルバー人材センターと協議を
行い、補助金の減額を行った。

商工会が実施する各種事業に対
する支援を行った。

観光協会に対する助成金のう
ち、イベント助成に係るもの
は、前年度比８%減となった。
（平成29年度との比較では、約
46%減）

(歳入）
〇前年度比▲9.7％
普通建設事業の大幅な減少に伴
い地方債、国庫支出金、繰入金
等が減少した。
（歳出）
〇前年度比▲10.6％
公債費や幼保無償化に伴う扶助
費が増加する一方、普通建設事
業、消防庁舎整備完了に伴い補
助費等が減少した。

財源の確保

指
　
標

実質公債費比率（％）

⑤公債費
の負担適
正化

16 1 借入額の抑
制

近年の複数の大型公共事業の実施
に伴う公債費の増嵩や、合併特例
債の発行終了などにより、平成30
年度以降、実質公債費比率の上昇
が予想されますが、普通建設事業
の抑制や交付税措置のない又は措
置率の低い市債の発行を抑制する
ことで、公債費負担の適正化に努
め、将来の収支バランスを可能な
限り保っていきます。

財政の健全化 継続

計
　
画

各イベント等主催者におけ
る自己財確保の促進・対象
経費の厳格化 コロナ禍により、イベントが軒

並み中止となり、実施件数の減
少に伴い、大きく補助金額が減
少した。

政策課

計
　
画

普通建設事業の抑制 (歳入）前年度比+31.0％
新型コロナウィルス感染症の影
響等により地方税が減少する一
方、感染症対策のための国庫支
出金が増加した。
（歳出）前年度比+32.8％
会計年度任用職員人件費が増加
したほか、特別定額給付金など
の新型ｺﾛﾅ対策経費や病院事業へ
の貸付金が新たに生じた。

さぬき市社会福祉協議会
発展・強化計画

指
　
標

さぬき市社会福祉協議会
運営補助金（千円）

指
　
標

イベント補助金額（千円）

15 2 イベント補
助金の見直し

市民による主体性あるイベントを
育て、補助金への依存度を軽減さ
せるため、観光協会と補助金の配
分について協議し、対象事業とな
るイベントの廃止も含め見直しを
進めます。

補助金の削減 継続 商工観光課

指
　
標

シルバー人材センター
運営補助金（千円）

商工観光課

計
　
画

会員事業所の実情や商工会
規模に即した事業の実施等

商工会が実施する各種事業に対
する支援を行った。指

　
標

商工会振興支援事業補助金
（千円）

④補助金
の見直し

14
1 公共団体等
に関する補助
金の見直し

事業の見直し等により、公共的団
体等に対する補助金の削減を行う
ほか、各種補助金の必要性等につ
いて検討を行い、見直しを進めま
す。

補助金の削減、団体
の健全な育成

13

5 共同調理場
調理業務形態
の検討及び統
廃合

少子化による児童生徒の減少に伴
う調理数の減少を踏まえた学校給
食共同調理場施設の在り方を検討
するとともに、安全な給食を提供
するための調理体制などを検討す
ることで適正な学校給食の管理運
営を図ります。

安全な学校給食の提
供、施設の管理及び
運営の適正化

新規 学校教育課

長寿介護課

計
　
画

関係団体(シルバー人材
センター）との協議

シルバー人材センターと協議を
行い、補助金の減額を行った。

継続
（改良）

福祉総務課

計
　
画

さぬき市社会福祉協議会
組織再編 変動する社会福祉諸制度への対

応及びこれらを担うための人材
育成に努めながら、事業の効率
的な経営及び財政の安定化を図
るため、経営委員会等において
協議を重ねている。

継続
（改良）

政策課

計
　
画

施設使用料の適正化

令和３年４月からの料金改定に
向け、例規の改正を行ったほ
か、統一した運用となるよう関
係各課と調整を行った。

計
　
画

学校給食適正化計画の策定

今後の園児、児童及び生徒数の
推移やそれぞれの施設の調理機
材の更新時期や必要経費等を総
合的に判断しながら、学校給食
共同調理場のより良いあり方に
ついて、引き続き協議・検討し
た。

③施設管
理費等の
適正化

12
4 公共施設マ
ネジメントの
推進

公共施設マネジメントにより、施
設の長寿命化や整理統合等を行
い、施設の適量化を進めるととも
に、施設管理経費の抑制を図りま
す。あわせて、施設使用料の見直
しを進めます。

公共施設の適量化、
管理運営費の削減、
計画的な修繕の実施

指
　
標

廃止・休止施設の維持管理
費（千円）

寒川公民館（令和元年度廃止）
分の効果額を計上。

料金改定案について関係課と協
議を行った。
料金改定時期を令和３年４月と
し調整していくこととした。

除去：寒川公民館・寒川体育館
※左記はみろくふれあい農園
（平成30年度廃止）分の効果額
を計上。

5



（R元） （R２）

計　画 計　画

実　績 実　績

実　　績（R２年度）年度別計画、指標 実　　績（R元年度）取組項目 No.
具体的

取組内容
取組事項 期待される効果 区分 関係課

18,000 18,000

18,071 16,545

8,850 8,850

6,020 4,484

2 3

0 1

1 1

1 1

20.0 20.0

19.0 14.1

86,000 86,000

84,644 58,334

20 20

44 13

計
　
画

指
　
標

職員提案応募件数（件）

第２期まち・ひと・しごと創生
総合戦略策定において、各課職
員へ取組項目に関する意見募集
を行った。

20 4 職員提案の
募集

個々の職員から、業務改善に関す
る提案や、今後の市における取組
についての意見を募集し、効果が
見込めるものについては実施を検
討します。

効率的な事務事業の
実現、職員の業務に
対する意識向上

継続 政策課

職員提案募集案件の実施
各課において職場の環境改善に
繋がった業務改善の報告と自由
な発想でより良いまちづくりに
繋がるアイデア提案の募集を行
い、業務改善報告は４件、アイ
デア提案は９件の報告・応募が
あった。

都市整備課

指
　
標

低燃費車への更新台数
（台）

学校教育課

計
　
画

デマンド監視装置の導入を
検討する。

電気代
・志度小学校（H26導入）
R２　4,364,629円
・寒川小学校(H31導入)
R２　3,404,370円
・さぬき南中学校(H27導入）
R２  5,031,267円
・志度中学校(H27開始）
R２　4,399,468円

指
　
標

デマンド監視装置導入施設
数（施設）

電気代
・志度小学校（H26導入）
H30  3,574,813円
H31  3,942,323円
・寒川小学校(H31導入)
H31  2,878,159円
・さぬき南中学校(H27導入）
H30  5,694,097円
H31  5,407,103円
・志度中学校(H27開始）
H30  4,357,052円
H31　4,411,960円

計
　
画

コミュニティバス運行路線
の見直し

地域公共交通会議において、コ
ミュニティバスの改善点等を協
議した。

コミュニティバス運行体系
の見直し

指
　
標

ミュニティバス収支比率
（％）

コミュニティバス年間利用
者数（人）

地域公共交通会議において、運
行状況等を共有し、改善点等を
協議した。

軽自動車への買替
（燃料費削減）

指
標

本庁舎電気代（千円）

燃料代（千円）

教育総務課

計
画

低燃費車への切り替えを計
画的に実施する。 　

環境省の「環境物品等の調達に
関する基本方針」に該当する低
公害車を１台購入した。

財産活用課

計
　
画

本庁舎の電力量抑制

　
電気代
　　　16,545,313円
燃料代
　　　　 4,484,319円

　
電気代
　　　18,071,773円
燃料代
　　　　 6,019,746円

公用車（低燃費）の購入実績は
なかった。

⑥組織機
構及び事
務・事業
の見直し

17 1 組織・機構
の適正化

現在の組織・機構による運営の中
で、不都合が生じていないか、よ
り効率的な組織運営ができないか
などについて調査し、組織の最適
化を図ります。

簡素で効率的な組織
体制の確立

継続

18 2 管理経費の
抑制

庁舎の節電等による更なる電気料
金の削減を図ります。また、公用
車の一元管理による使用の効率
化、エコ運転等を徹底し、経費の
削減を図ります。

維持管理経費の削減

19
3 コミュニ
ティバス運営
形態の見直し

各地域のバス利用者を中心に聞取
り調査等を実施し、「さぬき市地
域公共交通会議」に諮りながら、
地域の実情に見合った公共交通網
の再構築に取り組みます。

地域の実情に応じた
運行体系の実現

継続

継続

総務課
計
　
画

既存の組織体制に対する意
見集約・見直し

令和３年４月からの行政機構の
見直しとして、市の重要な政策
のうち市長が特に指定するもの
を総合的かつ効果的に推進する
ための組織としてプロジェクト
推進室を、また、プロジェクト
推進室の事務を総括する職とし
て審議監を設置した。
さらに、男女共同参画及び多文
化共生に係る事務について一元
的に行うため、総務部男女共同
参画・国際交流推進室と市民部
人権推進課を統合した。

寒川庁舎の開庁に合わせて、行
政サービスの向上及び組織の効
率化を目的とした支所・出張所
の再編を行うとともに、各部署
の所掌事務について全庁的に見
直しを行った結果、25課6室4支
所（平成30年度）→24課2室1総
合支所（令和元年度）となり、
行政組織のスリム化が図られ
た。

6



（R元） （R２）

計　画 計　画

実　績 実　績

実　　績（R２年度）年度別計画、指標 実　　績（R元年度）取組項目 No.
具体的

取組内容
取組事項 期待される効果 区分 関係課

0 0

0 0

0 1

0 1

16.0 16.5

8.5 4.8

ワーク・ライフ・バランスの推進

長時間労働の是正

35.0 35.0

24.9 25.1

100 100

0 0

計
　
画

外部研修の実施

・全職員を対象にアンケート調
査を実施

・管理職を対象に研修を実施
　第１回（38名）
　第２回（17名）

指
　
標

接遇研修の参加者数（人）

同様の研修を継続していたた
め、研修内容を検証し、令和元
年度は、職員の意識改革を目的
としたハラスメントについての
研修を実施した。
【実施した研修】
ハラスメント研修
対象：市民病院全職員<１回・49
人>

継続 市民課
計
　
画

住民票等の電話予約による
時間外交付

日曜開庁の実施

●日曜開庁の実施：２回
来庁数　409人、延べ　498件
交付手数料　38,100円
●マイナンバー開庁の実施：８
回
来庁延べ人数　2,157人
内訳
(本庁　1,129人)
(支所　1,028人)
●住民票等の電話予約による時
間外交付：23回

●日曜開庁の実施　２回
・日曜開庁来客数　79人、
延べ　221件
・取扱い手数料　42,030円
・個人番号カード及び通知
カード交付　４件
・その他各種問い合わせ事項等
３件
●住民票等の電話予約による時
間外交付　15回

市民課
計
　
画

新人接遇研修の実施 ●新人接遇研修の実施：６回
●窓口端末の操作研修の実施：
15回
新型コロナウイルス感染症拡大
予防のため、必要最小限での回
数で新人接遇研修、窓口操作端
末の操作研修を実施した。

窓口端末の操作研修の実施

●新人接遇研修の実施：12回
●窓口端末の操作研修の実施：
36回
機構改革の一環として、支所・
出張所の見直しがあり、機器等
整備が必要となったことと、戸
籍総合システムの更新を行っ
た。
また、デジタル手続法等の改正
に伴い、条例改正等があり、業
務・操作方法などに変更が生じ
たが、内部や関係部署との連絡
調整、また端末の操作研修を行
い、スムーズな窓口対応を図っ
た。

⑧市民
サービス
の向上

25 1 窓口対応及
び接遇の改善

接遇等に関する職員研修を実施
し、職員の意識改革及び市民サー
ビスの一層の向上を目指します。

職員の意識改革
継続

（改良）

26 2 窓口取扱時
間の拡大

転出入手続の増加する年度末及び
年度初めの日曜日に、休日開庁を
行い、窓口の混雑解消と利便性を
高め、窓口サービスの向上を図り
ます。

市民サービスの向上

秘書広報課

計
　
画

独自研修の実施及び外部研
修の周知

新型コロナウイルス感染症拡大
により当該研修については、令
和２年度の開催を見送った。

指
　
標

年次休暇の取得率（％）

全職員を対象
・アンケート調査
・キックオフ研修
・タスクシート導入

管理職を対象
・基本研修１回（51名）
・実例研修６回（延べ276人）

24 2 働き方改革
の推進

外部研修の実施によるリーダー養
成を通して、職員の意識改革と、
タイムマネジメント、会議ファシ
リティ、チームビルディング、業
務改善、生産性向上、マニュアル
化・共有化を進め、多様化する市
民ニーズに答えを出せるスキルを
持ちながら、時間の中で成果を出
せる職員を育成し、生産性向上を
図ることで、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進と長時間労働の是正
を目指します。

ワーク・ライフ・バ
ランスの推進と長時
間労働の是正

新規 秘書広報課

⑦人材
（職員）
の育成等

23 1 研修制度
の充実

優れた能力を有する人材を育成
し、個々の能力を最大限伸ばせる
よう、各種機関での研修に積極的
に参加させ、市民ニーズに的確に
応えられる職員を養成します。

職員の能力・意欲・
意識及び行政サービ
スの向上

継続 秘書広報課

新規 政策課

⑥組織機
構及び事
務・事業
の見直し

21 5 民間委託可
能業務の検討

効果的・効率的な行政運営の推進
に向けて、民間委託又はAIによる
効率化が図れる業務の洗い出しを
行い、費用対効果を検証の上、可
能なものについては実施を目指し
ます。

サービスの向上、業
務の効率化、コスト
削減、職員の適正配
置

継続

22 6 事務事業の
廃止・見直し

費用対効果に見合わない事業、他の
類似事業と統廃合できる事業等につ
いて、検証し、見直し・廃止を進め
ます。

事業の効率的な実施や
廃止、拡充すべき事業
の財源確保

指
　
標

外部研修参加率（％）

能力開発研修<10回・13人>
専門研修<２回・４人>
広域連携中枢都市圏交流研修<２
回・２人>
その他研修<８回・14人>

指
　
標

廃止・統合事業数（件）

計
　
画

事業の統合・廃止の検討・
実施

各課に発生する庶務業務につい
て、システムを令和３年１月か
ら導入した。

各課に発生する庶務業務（年次
休暇・時間外勤務命令等の確
認、とりまとめ）について、シ
ステム導入を検討。令和２年度
中に導入予定。

計
　
画

外部研修の周知 能力開発研修<７回・12人>
専門研修<２回・４人>
広域連携中枢都市圏交流研修<１
回・１人>
その他研修<２回・２人>

政策課

計
　
画

民間委託又はAIによる効率
化が図られる業務の検討及
び実施 各課で行う会議録の作成につい

て、庁内における作成時間を調
査して民間委託及びAIの活用に
ついて検討を行った。指

　
標

民間委託可能業務（件）

自治体ピッチ（共同利用を前提
とするシステムなどを、開発者
が地方自治体に対して提案する
場）について関係課へ周知し
た。
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（R元） （R２）

計　画 計　画

実　績 実　績

実　　績（R２年度）年度別計画、指標 実　　績（R元年度）取組項目 No.
具体的

取組内容
取組事項 期待される効果 区分 関係課

80 100

69 56

健康教室　4 健康教室　4

リハビリ教室 24 リハビリ教室 24

健康教室　2 健康教室　0

リハビリ教室 21 リハビリ教室 0

8 8

6 6

30 30

5 8

301,100 301,200

200,439 275,194

16,000 16,000

16,064 15,859

90 100

95 100

300 400

581 537

400 410

493 815

・乳幼児相談、乳幼児検診、さ
ぬきッズ子育てサポートセン
ターにおいて、利用者のニーズ
に合わせて必要な情報提供そ
行った。
・適切な児童の養育環境の維
持・改善及び家庭の養育力の向
上を目指し、訪問を行う訪問員
については、より専門的な指
導・助言ができるように研修等
でスキルアップを行い、サービ
スの充実を図った。

妊娠期から子育て期にわた
る切れ目のない相談支援の
実施

妊娠届出時に母子保健コーディ
ネーター（保健師）が妊婦面接
を行い、必要な方には個別支援
プランを作成し、関係機関との
連絡調整・情報共有を図り、切
れ目のない支援を行っている。

広報紙では、より閲覧しやす
く、魅力的な記事の作成に努め
た。
ホームページでは、視覚に障害
のある人を含む全ての人が見や
すいページ作成に務めた。

【津田診療所】
「健康教室」
参加者数156人（平均78人）、
前年度比年間１回減※
「ﾘﾊﾋﾞﾘ教室」
参加者数224人（平均11人）、前
年度比年間３回減※
※２、３月の開催予定を新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止対
策により中止したため減。

市民病院との連携強化

【津田診療所】
コロナ禍により、患者の受診控
えがあり、紹介患者が減少し
た。

コロナ禍により、今年度も引き
続き、リハビリ教室、健康教室
等のイベント事業を全て中止し
た。

ホームページの更新

指
　
標

さぬき市民病院への紹介患
者件数（件）

津田診療所による各種教室
の開催回数（回）

多和診療所の一日当たりの
診療者数(来院者数/診療日
数)（人）

指
　
標

妊婦面接の実施率（％）

妊娠・出産・子育て期にわたる
切れ目のない相談支援のスター
トとなる妊娠届出時に母子保健
コーディネーター（保健師）が
妊婦面接を行い、必要な方には
個別支援プランを作成し、関係
機関との連絡調整・情報共有を
図った。

29 5 子育て支援
等の充実

妊娠期から子育て期にわたるまで
の様々なニーズに対して総合的に
相談支援を提供するワンストップ
拠点として、「子育て世代包括支
援センター」を設置するほか、児
童虐待防止関連の一環として、訪
問員の育成等に取り組み、子育て
支援サービスの充実を図ります。

市民サービスの向上
継続

（改良）

国保・健康
課

幼保こども
園課、
子育て支援
課

家庭児童相談事業相談対応
処理実数（件）
【子育て支援課】

計
　
画

専任ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる相談
業務の充実
【子育て支援課】

【幼保こども園課】
乳幼児相談、乳幼児健診、さぬ
きッズ子育てサポートセンター
において、利用者のニーズに合
わせて必要な情報提供を行っ
た。養育支援訪問員の育成

【子育て支援課】

指
　
標

利用者支援事業（基本型）
相談対応処理実数（件）
【幼保こども園課】

【子育て支援課】
・適切な児童の養育環境の維
持、改善及び家庭の養育力の向
上を目指し、より専門的な指
導、助言ができるように、新た
に訪問員の研修を行い、サービ
スの充実を図った。
・健診に来た保護者に、家事育
児支援に関するアンケート調査
を実施した。

毎月広報紙の発行

指
　
標

ホームページアクセス件数
（件）

広報紙配布数（部）

広報紙では、より閲覧しやす
く、魅力的な記事の作成に努め
た。
ホームページでは、視覚に障害
のある人を含む全ての人が見や
すいページ作成に努めた。

多和診療所の訪問診療利用
者の年間延人数（人）

【多和診療所】
高齢者でも利用しやすい訪問診
療の実施や調剤薬局との連携を
取るとともに、特定健康診査を
実施することにより、利用者の
確保に努めた。。

【多和診療所】
高齢者でも利用しやすい訪問診
療の実施や調剤薬局との連携に
よる利用者の確保に努めた。

⑧市民
サービス
の向上

27
3 診療体制の
充実、地域医
療の継続

市民病院と連携し、役割分担の精
査を行い、医療機能分化を推進し
ます。また、地域住民の健康保持
に必要な医療を提供し、保健活動
に取組むほか、高齢者でも利用し
やすい訪問診療の実施や調剤薬局
との連携による利用者の確保に努
め、地域医療の継続を図ります。

安定した医療提供に
よる地域住民の信頼
性確保、健全な運用
の確保

継続
（改良）

津田診療所、
多和診療所

計
　
画

28 4 情報発信体
制の充実

広報やホームページの内容等を随
時検討し、市民ニーズに対応した
情報提供を推進するとともに、市
民相互の意見交換の場としても利
用できるよう検討を行う等、情報
発信体制の充実を図ります。

情報発信体制の充実 継続 秘書広報課

計
　
画

計
　
画

調剤薬局との連携

津田診療所による保健活
動・健康教室等の実施

多和診療所による訪問診療
の実施
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